
決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円150 一 般 管 理 費 2,940,945 2,717,300 組織力の向上と財政の健全化［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］秘 書 課 国 52 １ 県民ニーズの把握と幅広い情報収集 4,414千円広 報 広 聴 課 負 453 事 業 名 金 額 内 容政 策 推 進 課 手 23総 務 課 財 2 千円 県政運営の基礎資料とするため、継続的に県民ニーズや満足度を調査す行 政 経 営 課 寄 6,530 るとともに、平成23年度は、「仕事」「くらしやすいまちづくり」につ人 事 課 諸 2,834 県 民 ア ン ケ ー ト いても意識調査を実施3,500総務厚生センター  2,707,406 調 査 の 実 施 調 査 対 象 県内在住の20歳以上の個人 5,000名財 政 課 実 施 期 間 平成23年５月20日～６月８日税 務 課 有効回答数（率） 2,767名（55.3%）管 財 課情 報 シ ス テ ム 課 県政の重要課題をテーマに、県民の方々から知事に直接意見・提言をい知 事 と 県 民 の営 繕 課 294 ただき、県民ニーズを県政に反映つ ど い 事 業会 計 局 実施回数 ４回監 査 委 員 事 務 局 奈良にゆかりのある各界著名人と知事に「奈良のいま」「奈良のこれか「ふるさとカフェ」 620 ら」など“奈良”を語っていただく鼎談の実施の 開 催 実施回数 ３回２ マネジメント力の強化 5,138千円事 業 名 金 額 内 容政策マネジメント 千円 政策マネジメント力の向上のため、先進事例の研究を行うほか、国等に1,212向 上 事 業 対する効果的な提案を行い、庁内の政策形成をサポート県政課題や施策の成果を分析、評価し、「平成22年度 重点課題に関す行 政 評 価 の 実 施 1,118 る評価」としてとりまとめ、公表行政経営推進事業 1,290 「奈良県新行政経営プログラム」（○23～○25）の着実な推進公 社 ・ 事 業 団 等 外部の専門家を活用し、新地方公会計制度に基づく連結財務諸表の内容分かりやすい連結 294 を分かりやすく開示財務書類公表事業



公の施設について、その設置意義等を検討の上、今後のあり方を見直す公の施設・公社事業団 とともに施設の活性化に向けた取組を推進210等 改 革 推 進 事 業 マネジメントシートの活用による事業成果の検証や社会情勢の変化等を踏まえ、公社・事業団のあり方を見直すとともに経営改善を推進若手職員政策提案 公募された若手職員で構成する検討グループを選定・支援し、課題解決651支 援 事 業 に有効と認められた２提案を事業化指定管理者の再選定を行うため、外部有識者で構成する選定審査会を設指定管理者再選定事業 363 置、運営３ 簡素・公正で透明性の高い行政の推進 19,732千円事 業 名 金 額 内 容千円 情報公開制度の推進情報公開制度推進事業 436 県政情報センター・情報公開審査会の運営個人情報保護制度 個人情報保護制度の推進142推 進 事 業 個人情報保護審議会の運営等法 務 管 理 事 業 5,154 法律相談、不当要求行為者への対応等を弁護士へ委託包括外部監査の実施外部監査制度推進事業 14,000 監査テーマ「産業・雇用振興施策に関する財務事務の執行について」４ 自主財源の確保事 業 名 金 額 内 容公 の 施 設 等 千円175 公の施設等において有料広告等の導入を推進広 告 導 入 推 進 事 業



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ５ 戦略的な人材の養成 1,013千円事 業 名 金 額 内 容千円 法務専門家の指導・助言を得て、職員の法務能力向上を目的とした研修会等を実施法務能力向上支援事業 489 訟務事務能力向上支援ゼミナール ８回解釈法務研修会 ２回県庁の使命と県民からの期待について、改めて考える機会を持つことに組織力向上推進事業 524 より職員の意識向上を図るため、グループ面談形式による職員インタビュー及び全職員アンケートを実施６ 電子自治体の推進事 業 名 金 額 内 容法 令 事 務 支 援 千円9,973 県条例、規則等の電子化及びインターネットによる情報提供シ ス テ ム 事 業150 人 事 管 理 費 4,202,694 3,842,022 ７ 新しい時代にふさわしい人材の養成人 事 課 負 53 事 業 名 金 額 内 容総務厚生センター 財 37,489財 政 課  3,804,480 千円 人事評価制度の仕組み、評価者の役割、評価の流れ等について評価者研公 務 員 制 度 改 革 修を実施5,426推 進 事 業 仕事の成果の上がらない職員に対して、県民の期待に応えることのできる能力の習得を目指して特別研修を実施８ 簡素・公正で透明性の高い行政の推進事 業 名 金 額 内 容総 務 事 務 シ ス テ ム 千円 職員の給与、旅費等の総務事務に係る業務の効率化を図るためのシステ136,849再 構 築 事 業 ムの更新



152 自 治 研 修 費 117,438 109,276 ９ 戦略的な人材の養成 32,226千円(人 事 課) 諸 2,786 事 業 名 金 額 内 容起 3,500102,990 千円 職位基本研修（指名必修制）の実施新規採用職員から課長級職員までの職位に応じた研修計 732名修了うち 新規採用職員早期戦力化プログラムの実施 計 410名修了研修科目の一部を民間研修機関に委託能力開発研修（公募選択制）の実施知識・技能養成プログラム 12科目 計 497名修了業務遂行能力養成プログラム 11科目 計 287名修了自治研修所研修の充実 32,073 折衝・調整力養成プログラム ４科目 計 113名修了管理監督能力養成プログラム ３科目 計 247名修了うち 市町村との合同研修の実施 ４科目 計 102名修了研修業務を民間研修機関に委託派遣研修等の推進自治大学校への職員派遣 ４名海外への職員派遣 １名能力開発支援システムに基づく能力開発の推進「能力開発シート」を活用した部下育成研修 計 63名修了企業・団体の行動指針や地域連携等の具体的な取組について学ぶほか、派遣先とのパートナーシップを構築することで、職員の能力開発と研修職員の民間企業等への 153 成果の活用を図るため、県の施策に関連の深い企業等へ職員を派遣派 遣 研 修 派遣期間 １カ月間派 遣 先 民間企業 ４社４名 ＮＰＯ法人 １団体１名154 広 報 広 聴 費 504,393 469,710 10 県民へのわかりやすい県政情報の発信 434,888千円(広 報 広 聴 課) 国 4,111 事 業 名 金 額 内 容繰 54,083諸 14,406 千円 県民の関心の高い県政情報を、より豊富に、わかりやすく提供 397,110 刊 行 物 等 に よ る 県民だより奈良 年12回発行 552,342部／回156,027県 政 広 報 点字県民だより奈良 年12回発行 200部／回声の県民だより奈良 年12回発行 170部／回



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 「県政フラッシュ」県政の動き、お知らせ、健康情報等を織り込んだニュース番組テ レ ビ 等 に よ る 放送日 毎日 21時54分～22時140,389県 政 広 報 「県政スポットＣＭ」県政各分野の施策を30秒のメッセージでわかりやすく放送放送回数 年1,239回奈良県の現状と諸課題、今後の取組等について、県民目線に立って、事実やデータ・映像等でわかりやすく解説奈良！そこが知りたい 38,448 放送日 毎月 第３土曜日 21時00分～21時30分再放送 翌日曜日 12時30分～13時00分特別番組 ２回県が取り組む施策を子どもの目線でわかりやすく説明する番組の制作、県政こどもチャンネル 18,803 放映放送日 毎月 第４日曜日 12時30分～13時00分県内のコミュニティＦＭラジオ放送において、県民生活に役立つ情報をラジオ放送による 提供2,203県 民への情報提供 県民お役立ち情報 ２局放送日 毎週 月曜日、水曜日、金曜日 各５分ホームページ運用管理 利用者の視点から誰もが利用しやすく、十分な情報を得られるように配37,721[一部ふるさと雇用] 慮したデザイン構成等を徹底し、情報発信を充実地元紙・全国紙（奈良版）等に県政広告を掲載新聞等による県政広報 36,558 首都圏・関西圏向け情報誌へ県政広告を掲載利用者の利便性を高めた動画サイトにより、県政・広報情報をわかりやイ ン タ ー ネ ッ ト すく配信4,739放 送 局 の 運 営 成 果 目 標 21年度 22年度 23年度サイトへのアクセス件数（件） 196,801 218,914 238,558



11 県民ニーズの把握と幅広い情報収集 1,473千円事 業 名 金 額 内 容千円 県・市町村への各種相談や問い合わせに一元的に対応する窓口を運営「相談ならダイヤル」 県相談機関を対象とした電話対応研修の実施1,103の 設 置 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度「相談ならダイヤル」受付件数（件） － 1,414 2,129県民との新たなコミュニケーションツールとして、即時性に優れたイン県 民 Ｗ ｅ ｂ ターネットアンケート調査を実施370ア ン ケ ー ト 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度アンケート会員登録者数（名） － 202 258156 会 計 管 理 費 153,228 137,235 12 電子自治体の推進(会 計 局) 諸 35,884 事 業 名 金 額 内 容101,351 千円 物品調達に係る業者選定等をインターネットを介して実施するためのシ物 品 電 子 入 札 等 5,239 ステムを導入シ ス テ ム 導 入 事 業 運用開始 平成24年４月158 財 産 管 理 費 2,949,262 2,545,819 13 県有資産の有効活用 1,483,811千円総務厚生センター 国 100,741 事 業 名 金 額 内 容財 政 課 使 167,712管 財 課 財 14,315 千円 北部拠点施設の整備営 繕 課 繰 422 北部地域の庁舎系施設の集約拠点となる旧片桐高校、法蓮庁舎の改修越 84,825 工事を実施諸 29,801 郡山土木事務所等の移転を実施起 426,700 旧耳成高校跡地の活用 1,721,303 運動場部分に「食・農・観」をコンセプトとした民間施設を誘致県有資産有効活用事業 1,479,755前年度繰越分 前年度繰越分 調整池等整備に係る設計を実施180,635 156,609 県有地売却事業当該年度分 当該年度分 低・未利用資産の整理を進めるため、売却・貸付けに適した資産につ2,768,627 2,389,210 いて、順次売却等を実施翌年度へ繰越 旧自動車税事務所、代官山ｉスタジオ、旧弦巻公舎、旧生駒保健セ162,709 ンター



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 県庁舎屋上（なら燈花会期間中は議会棟回廊も含む）を開放開放日 平日４・５・10・11月、バサラ祭り、奈良マラソン2011、春日若宮おん祭、東大寺修二会期間中の土・日・祝日県 庁 舎 開 放 事 業 4,056 若草山焼き、奈良大文字送り火、なら瑠璃絵、なら燈花会期間中の夜間成 果 指 標 21年度 22年度 23年度県庁舎屋上入場者数（名） 107,963 162,127 105,327158 情 報 管 理 費 1,142,215 1,061,853 中南和・東部地域の振興［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(情 報 シ ス テ ム 課) 国 10,925 過疎地域等における情報化の推進 35,987千円繰 27,074 事 業 名 金 額 内 容諸 3,6821,020,172 千円 山間地域における地上デジタル放送への円滑な移行及びブロードバンド山間地域ケーブル翌年度へ繰越 19,511 環境の整備に伴う起債償還金に対する助成テレビ施設整備事業46,256 助成先（県単補助） 下市町、野迫川村地域間における情報通信格差の是正を目的として市町村が行う携帯電話等エリア整備に要する経費に対する補助携 帯 電 話 等 補助先（国庫補助） 五條市、御杖村16,476エ リ ア 整 備 事 業 整備完了後の起債償還金に対する助成助成先（県単補助） 宇陀市、下市町、天川村、野迫川村、十津川村、川上村、東吉野村組織力の向上と財政の健全化［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 電子自治体の推進 489,207千円事 業 名 金 額 内 容千円 奈良県ホームページなどインターネットを活用した県政情報発信の推進インターネットによる 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度16,188行政サービスの推進 奈良県ＴＯＰページアクセス件数（件） 2,566,513 3,009,425 3,223,929



奈良県情報通信基盤 大和路情報ハイウェイの運営162,293運 営 事 業 県及び出先機関の高速回線網の運用申請等行政手続の 県民がインターネットを利用して、いつでも申請・届出等の行政手続きオンラインサービス 9,393 が行えるシステムの運用の 運 用 申請届出 266事務 講座申込 59事務 施設予約 12事務統合財務システム 予算編成、財務会計、財産管理及び新地方公会計制度に対応した統合財301,333開 発 ・ 運 用 事 業 務システムの開発・運用162 統 計 総 務 費 226,932 211,819 ２ 県民へのわかりやすい県政情報の発信 10,893千円(統 計 課) 国 146,160 事 業 名 金 額 内 容繰 7,29858,361 千円 統計データからみた奈良県のすがたを県民にわかりやすく紹介する冊子統 計 情 報 発 信 事 業 3,595 を作成本編 3,000部 概要版 10,000部過去からの統計書をデジタル保存し、活用しやすくするためＰＤＦ化し、統計資料デジタル化 奈良県ホームページに掲載推 進 事 業 3,623 「奈良県統計書（奈良県統計年鑑）」130冊、「奈良県勢要覧」23冊、[ 緊 急 雇 用 ] 「100の指標から見た奈良県勢」22冊など、計200冊長 期 統 計 デ ー タ 統計データ分析などの利活用に供するため、長期時系列データを表計算利 活 用 の 推 進 3,675 ソフトのファイル形式でホームページに掲載[ 緊 急 雇 用 ]



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円164 賦 課 徴 収 費 3,008,560 2,924,065 ３ 自主財源の確保 64,041千円(税 務 課) 手 6,171 事 業 名 金 額 内 容諸 1,7902,916,104 千円 納税者の利便性を向上するため、多様な県税収納手段を提供県 税 収 納 手 段 の コンビニエンスストアでの自動車税等の納付19,018拡 大 事 業 マルチペイメントネットワークシステムを利用した県税の納付インターネットを利用したクレジットカード払いでの自動車税の納付奈良県個人住民税 個人住民税滞納者に対する徴収強化のため、市町村への職員派遣等によ2,428徴 収 強 化 事 業 り、市町村から徴収権限を引き継ぎ、個人住民税の直接滞納整理を実施インターネット公売推進事業差押財産の効果的な公売を推進するため、期間中いつでも全国から参加が可能なインターネット公売を実施公 売 推 進 事 業 31 県内公売推進事業地方税の税収確保推進及び市町村の公売円滑化のため、県と市町村が合同で不動産公売を実施不正軽油に係る日常的な監視を強化し他機関等と連携した調査を実施不正軽油対策事業 5,264 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度路上等抜取件数（件） 98 147 101地方消費税制度の周知と県内消費拡大を啓発街頭及び大規模小売店等での啓発地 方 消 費 税 啓 発 時期 平成23年11月～平成24年１月3,582強 化 事 業 場所 県内主要駅等15駅、大型店舗等３カ所近鉄電車の車体広告による啓発時期 平成23年８月16日～平成23年９月15日本県の魅力を全国に発信し、県外の奈良県出身者等とのつながりを深めふるさと奈良県応援 422 るとともに、寄付金の受入れを促進寄 付 金 推 進 事 業 寄付金額 6,530,200円 寄付件数 134件自動車税の徴収体制の充実と徴収強化のため、自動車税事務所を設置自 動 車 税 事 務 所 33,296 時期 平成24年１月設 置 事 業 場所 郡山総合庁舎内



168 防 災 対 策 費 1,943,963 1,884,960 紀伊半島大水害からの復旧・復興［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 18,463千円防 災 統 括 室 国 50,603 事 業 名 金 額 内 容消 防 救 急 課 負 37,946 千円繰 135 紀伊半島大水害により被災した十津川村の役場業務支援のため、現地対被 災 市 町 村諸 308,469 5,526 策本部を設置し、職員を派遣支 援 活 動 事 業 1,487,807 平成23年９月９日～平成23年10月28日 延べ92名前年度繰越分 前年度繰越分42,300 41,685 被災者生活再建支援法の対象とならない被災世帯への生活再建支援金の当該年度分 当該年度分 被 災 者 生 活 再 建 支給12,9371,901,663 1,843,275 支 援 事 業 支給世帯 全壊 黒滝村 １世帯半壊 桜井市 １世帯、天川村 17世帯東日本大震災への対応 336,605千円事 業 名 金 額 内 容千円 東日本大震災の被災県支援のため、事務職員を派遣県 職 員 の 派 遣 9,005 宮 城 県 庁 平成23年４月13日～平成23年10月14日 延べ14名気仙沼市役所 平成23年８月15日～平成24年３月14日 延べ15名東日本大震災の被災県に対して見舞金を贈呈災 害 見 舞 金 327,600 岩手県、宮城県、福島県 各109,200千円安全・安心の確保（防災危機管理の強化）［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 地域の防災力の向上 278,936千円事 業 名 金 額 内 容千円 地震防災対策アクションプログラム推進委員会の開催開催日 平成23年８月26日地 震 防 災 対 策 市町村アクションプログラムの策定支援アクションプログラム 1,844 策定市町村（⑱～○23実績） ７市２町推 進 事 業 奈良県ライフライン防災対策連絡会の開催開催日 平成23年５月16日 参加機関 17機関



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 災害ボランティアセンター及びコーディネート研修会の開催開催日 基礎コース 平成23年12月21日・22日地域防災力向上事業 1,717 実践コース 平成24年２月３日・13日・16日企業防災セミナーの開催開催日 平成23年11月18日、12月５日・16日防 災 行 政 無 線 122,616 県防災行政無線の維持管理及び運用管 理 運 営 事 業危機管理対策推進事業 360 職員による24時間体制（宿日直体制）の実施市町村国民保護計画の変更協議国民保護法体制整備 国民保護講演会の開催573推 進 事 業 開催日 平成24年２月11日 受講者 300名全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）の運営消防防災ヘリコプター 151,826 防災ヘリコプターの運航管理及び航空隊の運営運 航 管 理 事 業170 消 防 連 絡 調 整 費 106,522 89,505 ２ 消防力の充実強化 63,298千円(消 防 救 急 課) 手 11,699 事 業 名 金 額 内 容繰 41,10936,697 千円 救急救命士を養成する（財）救急振興財団への負担金救急救命士の養成 7,200 新規救急救命士養成者数 11名 薬剤投与追加講習受講者数 ３名補助率 過疎 5.5／10 一般 1／3 はしご車 2／10～1／20消防力強化支援事業 13,489 消防ポンプ車 ３台 大和郡山市、斑鳩町、明日香村防 火 水 槽 ２基 吉野町、黒滝村市町村消防広域化 奈良県消防広域化協議会の運営に対する支援1,500推 進 事 業 37市町村による消防の広域化 平成25年９月（実施予定）救急搬送及び医療連携協議会の開催「救急搬送ルール」 協議会 １回 部会（７部会） ７回の 運 用 41,109 奈良県救急医療管制システム（ｅ－ＭＡＴＣＨ）の運用[ 医 療 再 生 ] 消防機関における運用 平成24年３月30日開始



172 安全・安心まちづくり 28,897 19,272 ３ 安全・安心まちづくりの推進 9,365千円推 進 費 [ 19,272] 事 業 名 金 額 内 容安 全 ・ 安 心まちづくり推進課 千円 自主防犯・防災に関する講演会開催事業開催日 平成23年８月25日 大淀町平成23年11月17日 桜井市全国地域安全運動奈良県民大会の開催等開催日 平成23年10月８日 斑鳩町南和地域等の地域防災力向上支援事業南和地域の住民を対象とした自主防災に関するワークショップの開催安全・安心まちづくり 8,875 開催日 平成23年８月11日・12日 十津川村推 進 事 業 自主防犯・防災リーダー研修事業 修了者 142名安全・安心まちづくりアドバイザー派遣 ６団体22名を新たに委嘱47回延べ58名派遣自主防災組織結成支援事業補助金 県内18市町村に交付成 果 指 標 21年度 22年度 23年度自主防災組織率（％） 71.7 73.6 77.5交通安全県民大会の開催交通安全対策推進事業 490 開催日 平成23年５月10日


